
北海道岩内町

岩内町水道事業

令和元年１０月

１．事業概要

（１）
① 給　水

人

人
千㎥／ha

② 施　設　

　　☑表流水 　□ダム　　　　□伏流水　　　　□地下水　　　　□受水　　　　　□その他　

％

③ 料　金

④ 組　織

H27 H28 H29 H30 H31

事務職員 4 4 4 4 4 課長 1 水道技術管理者 (1)

技術職員 2 2 2 1 2 係長 2 係長 1

計 6 6 6 5 6 主事 1 技師 1

（２）

　・

　・

　・

4
施 設 数

　（消費税のみの改定は含まない）

表　職員数の推移

　水道事業の職員数の推移と組織体制は以下のとおりです。事務職４名、技術職２名の計６名で対応し
ています。

岩内町 水道事業経営戦略

事業の現況

用途ごとに区分し、基本料金と超過料金及び口径別メーター使用料で計算しています。

計 画 期 間 ：

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 10,450

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 49 年 4 月 1 日

水 源

配水池設置数

2
128.52

31.7

法的（全部）

㎥／日

これまでの主な経営健全化の取組

昭 和 52 年 4 月 1 日

事務職 技術職

計 画 給 水 人 口 18,430

現 在 給 水 人 口 10,928

管 路 延 長

0.88

千ｍ

浄水場の管理について、昭和59年4月より業務の一部を、昭和63年7月からは通常の稼働部分までを民
間企業に委託しています。また、平成16年度には水道メーター検針業務を民間企業に委託しています。

平成17年度の町の機構改革において大係制が導入された際、水道課と公共下水道課が統合し、上下水
道課となりました。統合当時の正規職員数は15人でしたが、事務の効率化を図りつつ人員の削減に取り
組み、現在は9人で対応しております。

計量法に基づく期限切れ水道メーターの分解作業と部品売却について、平成31年度（令和元年度）より
取り組みを始めました。分解作業を町内の福祉施設へ依頼することで、当事業の収益の向上を図るととも
に障がいのある方々の就労支援に役立つものと考えています。

浄水場設置数

法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

料 金 改 定 年 月 日

施 設 利 用 率

有 収 水 量 密 度

（　概　要　版　）

表　職員体制（平成31年4月現在）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

令和元年度　～　１０年度



２．将来の事業環境

（１）

年　　度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

町　内　人　口 12,184 11,901 11,625 11,355 11,092 10,834 10,583 10,338 10,098 9,863

（２）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

3,262 3,210 3,158 3,106 3,056 3,007 2,958 2,910 2,863 2,816

307 309 311 313 316 318 320 323 325 327

4,530 4,402 4,277 4,156 4,038 3,924 3,812 3,704 3,599 3,497

426 424 422 419 417 415 413 411 409 406

2,708 2,664 2,621 2,578 2,537 2,495 2,455 2,415 2,376 2,338

年　　度

一日平均（最大）：㎥ 一人換算：Ｌ

単位：人

水需要の予測

　 過去１０年間の水量の傾向を考慮しつつ、将来配水量を予測のうえ、直近５年間の有収率平均値を用い有
収水量を推計しております。
　人口減少に伴い、水需要も次の各種推計値や図形に表したように、下降線をたどるような予測となります。

一日平均配水量

一人一日平均配水量

一日最大配水量

一人一日最大配水量

一日平均有収水量

給　水　人　口 8,856 8,65010,685 10,437

 給水人口の予測

10,195

　給水人口については、過去10年の傾向から、町内人口を平均伸び率（直近５年間）により将来推計のうえ、
直近の普及率（平成30年度）を乗じ予測しております。
　なお、「国立社会保障・人口問題研究所」・「岩内町人口ビジョン」による既存推計値を参考指標としていま
す。
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（３）

年　　度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

資 金 残 高 157 95 5 △ 66 △ 157 △ 246 △ 349 △ 417 △ 534 △ 607

（４）

（５）組織の見通し

188 186

（単位：百万円）

料 金 収 入 198

施設の見通し

　人口減少や小規模事業所等の廃業などによって、料金の減収が避けられない状況となっております。

　料金収入については、計画期間の推計値はもとより、上記グラフに表されているように、なだらかではあ
るものの、長期にわたって下降線の一途を辿り現在に至っております。これとともに、昨今、資金の減少が
顕著に表れてきたことで、収益的収支の経営状況はもちろん、資本的収支の補てん財源を確保する側面
においても資金的な不安を抱えている状況であることから、本戦略の最重要項目に「料金改定」を掲げ、
具体的に取り組んでまいります。

　浄水場の運転管理など、民間企業に委託している業務もありますが、管路の維持管理や漏水等のトラ
ブルなど、直接職員が現場で対応すべきケースも少なくありません。
　特に今後、配水管等の老朽化対策を全町的に講ずるにあたり、職員の知識・技術力の向上が不可欠で
あり、組織として、事業を円滑に進めるために必要な人員・人材を適切に確保していく必要があります。

191

　当町の水道施設は、浄水場施設が昭和50年度、主要管路の大部分が昭和48年度～昭和51年度に整
備されており、その経過年数からも老朽化対策・耐震化などといった資産の再整備が急務となっておりま
す。

　料金収入の過去１０年間における傾向と特徴を用途別ごとに分析し、伸び率や必要に応じ特殊要素等
を考慮しつつ、後年度の料金収入を予測しています。

194

料金収入の見通し

214 211 207

※ 上記グラフに「料金改定」は考慮されておりません。
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料 金 収 入 （単位：千円）








